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国境を越える役務提供と消費税 

 

 

名古屋国税局課税第二部長 

栗 原 克 文  

 

◆SUMMARY◆ 

 
本稿は、国境を越えるインターネットを通じたデジタル・コンテンツの電子的配信ととも
に、それ以外の国境を越える役務提供に関する消費税の課税について、EUの動向や OECD

における議論を参照しつつ検討したものである。付加価値税（VAT）について、EU の取組
やOECDの検討では消費地で課税する仕向地原則の対象を拡大する方向性にあり、日本にお
いても仕向地原則が適当なものについては仕向地原則を適用していくべきとする。その際、
納税義務者の事務負担、執行上の実効性を考慮しつつ課税の公平性を確保できる仕組みとし
ていく必要があるとし、国境を越える役務提供と消費税について制度面と執行面から考察し
ている。（平成 26年 7月 31日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 
 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見

解を示すものではありません。 
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はじめに 

ビジネスにおける事業形態の多様化、情報
通信技術の発展、クロスボーダー取引の拡大
等を背景として、インターネットを通じたデ
ジタル・コンテンツの電子的配信等、国境を
越える役務提供は増加しており、これに対す
る消費税の課税についての重要性が高まって
きている。本稿では、国境を越えるインター
ネットを通じた電子的配信とともに、電子的
配信以外の国境を越える役務提供に関する消
費税課税について検討を加える。 

国外の事業者からの役務提供や無形資産取
引（譲渡又は貸付け）は、税関における管理
の対象外であり消費税が課税されていないが、
こうした役務提供等が拡大してきており、国
境を越える役務提供や無形資産取引に対する
課税の公平性が保たれないという問題が顕著
になってきている。 

国外からのインターネットを通じた電子的
配信に対する消費税課税について議論が活発
に行われてきているが(1)、国境を超える役務
提供は、インターネットを通じた電子的配信
以外にも多様な形態があり、その他の形態の
役務提供についても検討していく必要がある。 
本稿では、国境を越える役務提供に対する
消費税課税の課題と対応の方向性について、
EUの動向やOECDにおける議論を参照しつ
つ検討する(2)。１章では、国境を越える役務

提供に対する消費税の課税に関する現状を整
理する。２章では、国境を越える役務提供の
消費税課税の課題を検討する。３章では、EU

の取組及び OECD における検討状況につい
て概観する。４章では、これらの取引に対す
る消費税の課税について日本における対応の
方向性を検討する。 

 

１ 国境を越える役務提供に対する消費税の

課税 

現行の消費税法において、役務の提供に関
する消費税の課税は、役務の提供が行われた
場所が国内であるかにより課税の有無が決定
される。国内取引については、「国内において、
事業者が行った資産の譲渡等」が課税対象と
され、資産の譲渡等が国内で行われたか否か
の判定は、資産の譲渡又は貸付けである場合
は、当該譲渡又は貸付けが行われるときにお
いて当該資産が所在していた場所（消費税法
4条 3項 1号）、役務の提供である場合は、当
該役務の提供が行われた場所（同項 2号）と
規定されている。そして、消費税法施行令 6

条 1項は、資産の譲渡等が国内において行わ
れたかどうかの判定を規定しており、同項 10

号は、前各号に掲げる資産以外の資産でその
所在していた場所が明らかでないものは、そ
の資産の譲渡又は貸付けを行う者の当該譲渡
又は貸付けに係る事務所等の所在地と規定し
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ている。 

消費税法施行令 6条 2項は、役務の提供の
内容毎に役務の提供が行われた場所について
規定している。同項 1号から 3号では、旅客
又は貨物の国際輸送、国際通信及び国際郵便
についての内外判定は、それぞれ、出発地又
は到着地、発信地又は受信地、差出地又は配
達地とされている。同項 4 号から 7 号では、
保険、情報の提供又は設計、役務の提供が行
われた場所が明らかでない役務の提供等の内
外判定は、役務の提供が行われた場所ではな
く、当該役務の提供に係る事務所等の所在地
とされている。役務の提供については、取引
が行われた場所が明確でない場合も多く、そ
の場合、事業者が所在する場所に着目して規
定されているものといえる。 

なお、特許権等の譲渡又は貸付けについて
は、これらの権利の登録をした機関の所在
地(3)、著作権等の譲渡又は貸付けについては、
その譲渡又は貸付けを行う者の住所地とされ
ている(4)。役務提供と類似の論点が無形資産
の譲渡又は貸付けにも生じるが、本稿では主
として役務提供に焦点を当てて検討する。 

このように、消費税の課税対象となるかは、
まず、資産の譲渡等が国内において行われる
か否かで決定される。役務提供の場合、役務
提供の場所により判断するが、役務提供の場
所は不明確な場合が多い。例えば、法律、会
計等の知的サービスの提供、音楽や電子書籍
等のインターネットを通じた配信は、取引の
場所が明確でない。こうした場合、取引の場
所は役務の供給者の場所又は顧客の所在する
場所で判断せざるを得ず、現行税法でも取引
の類型別に規定されている。 

消費税の課税原則には、原産地原則と仕向
地原則とがある。原産地原則は財の生産地を
課税管轄地とし、仕向地原則は財の消費地を
課税管轄地とする。日本の現行制度は、原則
は仕向地原則を採り、役務の提供については
役務提供が行われた場所とされ、例外として、

役務が提供された場所が明らかでない場合に
は、役務の提供者の事務所等が所在する国が
課税管轄地とされ、原産地原則が適用されて
いる。したがって、国内に事務所等を有しな
い国外事業者から役務提供を受ける場合には
仕向地原則が適用されず、課税対象外となる。
国内事業者からの役務の提供に消費税が課税
される一方、国外事業者からの役務の提供は、
国内取引に該当するかの判定を役務の提供者
の所在地によっているため不課税となると
いった非中立性が生じている。 

消費税法は輸出取引の範囲を規定してお
り(5)、消費税法 7条１項 3号では国際輸送、
国際通信が、消費税法施行令 17 条 2 項の 5

号では国際郵便等が、6 号では非居住者に対
する無形資産等の譲渡又は貸付けは輸出取引
等に該当するとされている。7 号では非居住
者に対して行われる役務の提供で次に掲げる
もの以外のものは輸出取引等に該当するとさ
れている。 

「イ 国内に所在する資産に係る運送又は保
管 

 ロ 国内における飲食又は宿泊 

 ハ イ及びロに掲げるものに準ずるもので、
国内において直接便益を享受するもの」 

消費税は消費に対する税であり仕向地原則
が適用されるのが原則であるが、前述のとお
り、役務の提供の場所が判定できないものに
ついては、役務の提供を行う者の役務の提供
に係る事務所等の所在地により判定され(6)、
原産地原則が適用される場合もある。なお、
非居住者への役務提供について、飲食、宿泊
等国内で直接便益を享受する場合には、輸出
免税から除かれており、仕向地原則が適用さ
れている。なお、非居住者に対する無形資産
の譲渡又は貸付けは、輸出取引等に該当す
る(7)。 

 

２ 国境を越える役務提供の消費税課税の課題 

本章では、役務提供取引をインバウンド取
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引の場合とアウトバウンド取引の場合とに分
けて検討する。 

(1) インバウンド取引 

インバウンド取引とは、非居住者による国
内における役務提供である。例えば、非居住
者である国外事業者による、音楽、スポーツ
等のイベント、法律、会計等の知的サービス
の提供、音楽配信等のデジタル・コンテンツ
のインターネットを通じた国内販売である。
役務提供に係る内外判定は、原則として役務
の提供が行われた場所によるが、役務の提供
の場所が特定できないものについては、別途、
その役務の内容に応じた判定場所が定められ
ており、これらによっても判定できないもの
は、役務の提供を行う者の事務所等の所在地
とされる(8)。国内と国外にわたって役務が提
供されるケースや役務提供が行われた場所が
不明なケースには、役務提供者の事務所等の
所在地によって判定される。また、無形資産
の取引の場合には、無形資産の譲渡又は貸付
けを行う者の事務所等の所在地によって判定
される(9)。したがって、多くのインバウンド
の役務提供について、国内の課税事業者が国
内の消費者にデジタル・コンテンツを販売す
るときには消費税が課税されるのに対して、
国外事業者が販売するときには消費税が課税
されないこととなり、国内の課税事業者が競
争上不利となって課税の中立性が阻害されて
いる。また、モノの輸入では税関を通じて消
費税が課税され国境税調整が行われるのに対
して、デジタル・コンテンツの電子的配信や
その他の役務提供は税関を介さず、国境税調
整が行われないという非中立性もある。 

通常は役務が提供された場所で消費される
との考えから、役務提供についても仕向地で
課税される。現行制度においても、国外事業
者であっても、基準期間に免税点を超える課
税売上高があれば消費税の納税義務が生じる。
例えば、非居住者である国外事業者が国内で

音楽、スポーツ等のイベントを行った場合に
は、国内において行われる課税資産の譲渡等
に該当し、一定の要件を満たすと国内に事務
所等がなくても消費税の納税義務が生じ
る(10)。 

しかし、非居住者による音楽、スポーツ等
のイベントについて、国内で納税義務が生じ
た国外事業者が適正に納税義務を遂行する仕
組みを整えることは容易ではない(11)。国内で
のイベントの開催について、国外事業者の基
準期間の課税売上高を確認し、小規模事業者
にかかる納税義務の免除の規定が適用される
か否かを確認するのは困難であり、「サービス
の輸入とも言えるイベントが課税対象となる
可能性はほとんどないと思われる。」(12)との
指摘もある。課税売上高の確認、適正な申告・
納税を確保する仕組みが必要となる。 

一方、国内事業者の仕入税額控除も論点と
なる。例えば、国内事業者が非居住者である
歌手を招いて、国内でコンサートを開催し、
その非居住者に出演料を支払う場合、出演料
は国内において行った役務の提供の対価とし
て課税仕入れに該当し、仕入れに係る税額を
控除できる。国外事業者の納税義務の有無は
免税点制度に照らして判断するが、国外事業
者が免税事業者に該当して消費税の納付義務
がなくても、国内事業者は帳簿方式の下、仕
入税額控除が可能となる。この点については
インボイス制度の是非を含めて検討する必要
がある(13)。 

また、役務提供が多国籍企業グループの日
本を含めた各国の関係会社や支店等に対して
行われる場合、役務提供を受けた者を特定す
るのが難しいケースが生じる。例えば、世界
各国に多数の子会社を有する多国籍企業グル
ープに対し、国際的に業務を展開する監査法
人が監査を実施するケースを想定する。多国
籍企業グループの中に日本法人が含まれてい
る場合に、監査法人の監査サービスが、その
日本法人に対してどれだけ行われたのかを特
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定することは容易ではない。同様のことは、
多国籍企業グループに対して行われる広告、
コンサルティング業務等多様な役務提供につ
いても該当し得るものであり、企業グループ
内の親会社等を通じた役務提供の課税の取扱
いは明確ではない。 

 

(2) アウトバウンド取引 

アウトバウンド取引とは、国内事業者によ
る非居住者に対する役務提供である。アウト
バウンド取引に関する消費税の課税の要否は、
①内外判定、②輸出免税に該当するかの判定
の二段階で判定される。 

内外判定については、役務の提供が行われ
た場所が明らかなものについては、役務の提
供が行われた場所(14)、役務の提供が行われた
場所が明らかでないものについては、役務の
提供をする者の事務所等の所在地とされ(15)、
原則は仕向地原則が採られている。役務の提
供が行われた場所が明らかでないものについ
ては原産地原則が適用されている。消費税法
では、例えば、国際運輸の場合には出発地又
は到着地のいずれか、国際通信の場合には発
信地又は受信地のいずれかが国内で行われる
ときには国内取引とされ、国内取引の範囲は
広くなっている。 

国内取引に該当する取引について、輸出免
税に該当するかを判定することになる。消費
税法では、輸出免税の対象となる一定の役務
提供が規定されている(16)。知的サービスを含
む役務提供については、第一段階の内外判定
で国内取引とされ、第二段階の輸出免税該当
性で顧客が非居住者の場合、実質的に国内で
消費が行われた場合(17)を除き、輸出免税とさ
れる。 

国内と国外に跨る役務提供については十分
な検討が必要である。消費税法基本通達
5-7-15では、役務の提供が国内と国外の両方
で行われるもののうち、その対価の額が国内
対応分と国外対応分とに合理的に区分されて

いれば、それぞれ別のものとして判定すると
されている。そして、役務の提供が国内と国
外の間において連続して行われるもの及び同
一の者に対して行われる役務の提供で役務の
提供場所が国内と国外の両方で行われるもの
のうち、その対価の額が合理的に区分されて
いないものについては、役務の提供を行う者
の事務所等の所在地で内外判定を行うとされ
ている。 

役務提供に関して日本の制度は、内外判定
では国内取引の対象を広くとらえており、輸
出免税に該当するかの判定により、課税とな
るかが区別されることが多いといえる。非居
住者の役務提供が輸出免税に該当するかが争
われた裁決として以下がある。 

 

例１（平成 15年 4月 24日裁決・裁決事例集
65号） 

非居住者である外国法人の従業員を対象に
国内で行う現場改善等のセミナーの輸出免税
該当性が争われ、裁決は、セミナーの効果が
国外に所在する外国法人の工場等の現場にお
いて完結するとの請求人の主張に対して、セ
ミナーが国内において行われており、「国内に
おいて直接便益を享受する」ものに該当し、
「役務の提供を享受した後の効果が国内で発
現するものか否かを考慮する必要はない」こ
とから、輸出免税には当たらないとした。 

 

［裁決の要旨］(18) 

請求人は、本件セミナーは、その内容が主
として講義及び現場実習等であり、日常生活
の中で行われるサービスとは全く異なるもの
であるから国内飲食等に準ずるものとはいえ
ず、また、その目的が現場改善、生産性向上で
あるから、その効果は国外に所在する本件外
国法人の工場等の現場において完結し、本件
外国法人は、国内において直接便益を享受し
ているとはいえないことから、消費税の輸出
免税取引に該当するので、その代金は消費税
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の課税標準から減算すべきであると主張する。 
しかしながら、本件セミナーは本件外国法
人の従業員に対して国内で行われる講義、現
場実習、国内観光等であり、その代金には開
催期間中の国内における食事代金、宿泊代金
及び交通費が含まれ、いずれも国内で本件セ
ミナーの参加者に対して行われる役務の提供
であるから、日常生活において居住者、非居
住者の区別なく同じサービスをするものか否
かにかかわらず、国内飲食等に準ずるものに
該当するものと認められ、また、本件セミナ
ーは国内において実施され、かつ、国内にお
いて終了しているから、非居住者に対する国
内における役務の提供であり、その便益を本
件セミナーの参加者である従業員が国内で享
受することにより本件外国法人が国内におい
て直接享受するものとなり、役務の提供を享
受した後の効果が国内で発現するものか否か
を考慮する必要はなく、ともに国内において
完結していると認められる。 

以上のことから、本件セミナーは、消費税
法施行令第 17条第 2項第 7号ハに該当し、
輸出免税取引には該当しないから請求人の主
張には理由がない。 

 

［評価］ 

輸出免税の該当性が争われた本件において、
セミナーを実施した場所は国内であり、国内
において直接便益を享受するものに該当する
という判断は妥当と考える。外国法人への役
務提供であっても、その従業員が国内で直接
便益を享受していれば輸出免税に該当しない
からである。 

 

輸出免税該当性が争われた別の裁決を考察
する。取引先は外国法人（非居住者）である
が、外国法人へ提供する役務の中に、外国法
人の顧客が国内で受ける役務が含まれている
場合の輸出免税の該当性が問題となったもの
である。 

例２（平成 23年 6月 14日裁決・裁決事例集
83号） 

国内事業者である旅行会社が企画及び手配
するいわゆるパック旅行における日本国内で
の飲食、宿泊、輸送等の役務提供は、販売先
が国内に支店又は出張所を有しない外国法人
であっても、当該パック旅行の参加者が国内
において直接便益を享受する取引に係る対価
の額に相当する金額は輸出免税取引の対価の
額に該当しないとされたものである。 

 

［裁決の要旨］(19) 

請求人は、請求人が旅行業を営む非居住者
である外国法人に対して販売した国内パッケ
ージツアーは、請求人が国内の各種サービス
提供機関から、ホテル、レストラン、バス等
の利用につき購入して作成した国内旅行を販
売（本件取引）しているものであり、当該外
国法人に対して飲食、宿泊、輸送等の役務の
提供をしていないこと、また、当該外国法人
は飲食、宿泊、輸送等の役務を国内において
直接享受するものではないことから、消費税
法施行令第 17 条《輸出取引等の範囲》第 2

項第 7号のロ又はハに該当せず、消費税法第
7条《輸出免税等》第 1項に規定する輸出免
税取引に該当し、原処分は違法である旨主張
する。 

しかしながら、請求人が当該外国法人から
受領する本件取引に係る対価の額には、旅行
者が各種サービス提供機関から直接便益を享
受する飲食、宿泊、輸送等の役務の提供の対
価に相当する金額が含まれていると認められ
るところ、当該旅行者が飲食、宿泊、輸送等
について国内において直接便益を享受してい
ることは、消費税法施行令第 17条第 2項第 7

号のロ又はハに該当する輸出免税の対象とな
るものから除かれる非居住者に対する役務の
提供に当たる。したがって、本件取引に係る
対価の額のうち請求人が支払った飲食、宿泊、
輸送等の役務提供に係る対価の額に相当する
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金額は、輸出免税取引の対価の額には該当し
ない。 

 

［評価］ 

パック旅行には、飲食、宿泊、輸送等国内
で提供される役務が含まれ、それらは国内に
おいて直接便益を享受するものであるため輸
出免税に該当しないという判断は妥当と考え
る。ただし、裁決文からは、国内における役
務提供の原価相当分（「国内における飲食、宿
泊、輸送等の対価に相当する金額」）のみが輸
出免税の対価の額に該当しないとしているよ
うに思われるが、国内で提供された飲食、宿
泊、輸送等に係る付加価値相当部分について
も輸出免税の対象とならないものと考える。
原処分が原価相当分に対する課税であったの
であれば、納税者の権利救済機関である国税
不服審判所の裁決では、原処分を超える課税
となる判断はできないため妥当な裁決と考え
るが、国内における役務提供に係る付加価値
相当部分も輸出免税に該当しない場合、輸出
免税となる部分とならない部分とをいかに合
理的に区分するかが課題となる。つまり、飲
食、宿泊、輸送等の役務提供部分（課税取引）
とそれ以外の役務提供部分（輸出免税取引）
とを付加価値相当部分を含めて如何に合理的
に区分するかという問題である。 

 

国内事業者による非居住者に対する国境を
越える役務提供について、役務提供に国内取
引と国外取引が混在、あるいは輸出免税とな
るものとならないものとが混在している場合
の課税の取扱いは容易ではない。例２のケー
スでは、パック旅行に輸出免税となるものと
ならないものとが混在していた。また、グロ
ーバルに業務を展開する多国籍企業グループ
において二次的なサービス利用が他の国の関
係会社等によって行われる場合や、一部のみ
が国内で利用される場合もある。国内と国外
とに跨る取引について、いかに合理的に国内

取引と国外取引とを区分するか、後述の
OECD の検討等も踏まえて考えていくべき
テーマである。 

(3) 小括―わが国における課題 

国境を越える役務提供について、わが国に
おける課題を整理すると、以下の 3点が挙げ
られる。 

 

①インバウンド取引における役務提供 

国境を越える役務提供に関して日本の制度
での課税原則は、原則は仕向地原則であるが、
役務提供の場所が明らかでない場合には原産
地原則となっている。国外事業者による国内
への役務提供（インバウンド取引）について
は仕向地原則の適用がなく、次の二点の非中
立性が生じている。 

(a) 税関を経由して課税となるモノの輸入
と、税関を経由せず課税されない役務提
供との非中立性 

(b) 消費税が課税される国内事業者からの
役務提供と課税されない国外事業者か
らの役務提供との非中立性 

インバウンド取引の適正な課税を担保する
仕組みも必要である。国内に事務所等を有し
ない国外事業者による国内での役務提供につ
いて、現行制度は、原則は仕向地原則を採用
し、免税点を超える場合には課税事業者とな
る。しかし、国外事業者に納税義務が生じる
場合でもその課税売上高の確認が困難である
など、適正な納税を担保する仕組みが十分と
はいえない。 

また、インバウンド取引について、国外事
業者からの役務提供を国内事業者が受ける場
合、国外事業者の納税の有無に関わらず、国
内事業者は仕入税額の控除が可能となってい
ることも、論点の一つである。 

 

②アウトバウンド取引における役務提供 

アウトバウンドの役務提供について、役務
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提供が国内と国外とに跨る場合や、顧客等の
第三者や企業グループ内の国外事業者を通じ
た取引の課税が課題となる。一の役務提供が
国内と国外とに跨り連続して行われる役務の
場合に、輸出免税の該当、非該当が混在して
いる場合、その按分計算の基準が明確になっ
ていない。 

 

③適正な執行 

詳細は後述するが、インバウンド取引につ
いて、政府税制調査会において国外事業者登
録申告納税方式（国外事業者が消費地の課税
当局に登録して申告納税する方式）やリバー
ス・チャージ方式（役務提供を受ける国内の
課税事業者が消費税の納税義務を負うと同時
に、同額を仕入税額として控除する方式）に
ついて検討されている。BtoC（Business to 

Consumer: 事業者と消費者の取引）の場合
の国外事業者登録申告納税方式は、国外事業
者の適正な申告・納税を確保する仕組みが必
要となる。BtoB（Business to Business: 事
業者間の取引）の場合に適用されるリバー
ス・チャージ方式は、役務を提供する国外事
業者が、日本の取引相手が課税事業者か否か
を区別できる仕組み等が必要となる。EU で
は、インボイスに VAT納税者番号を明示する
こととされているが(20)、例えば、日本の課税
事業者が取引先である国外事業者に消費税の
納税義務者であることを伝えるといった仕組
みが必要であり、課題である。 

 

上記のような課題について、次章で EUの
対応や OECD での検討を参考とした上で、
４章でそれぞれの対応の方向性を考察する。 

 

(4) 補論―所得課税における国内源泉所得と
の関係についての若干の考察 

所得課税では、複数国でビジネスを展開す
る多国籍企業グループが、各国での事業活動
に対していかに各国に所得を帰属させるかと

いった国際課税制度の検討が、長年、多様な
観点から行われてきた。 

消費課税の分野において、顧客が所在する
国に拠点を保有せずに行う役務提供について、
これまでの所得課税の検討の蓄積を参考とす
る面があるかもしれない。当然、所得課税と
消費課税との性格の相違があり、国境を越え
る役務提供に係る両者の課税体系が同一にな
る必要性はない。例えば、無形資産を有する
Ａ国法人が、消費地国Ｂ国の顧客に対して役
務提供を行うとする。所得課税では、付加価
値の源泉の多くはＡ国法人が所有する無形資
産に起因するものであり、Ａ国での課税の配
分が大きくなるであろう。一方消費課税では、
消費地における課税（仕向地原則）を徹底す
れば、消費地国のＢ国での課税となる。他方
で、所得課税は行われるが、消費課税は行わ
れないというケースも生じ得る。例えば、消
費課税では、生産設備等の建設に係る情報の
提供等について役務提供の場所は、建設等に
係る資材の大部分が調達される場所とされ
る(21)。所得課税では、国外における建設請負
について、契約の締結又は必要な人材・資材
の調達を行い国内において作業を行う場合、
国内での作業により生ずるすべての所得が国
内源泉所得とされる(22)。こうした相違をどう
するかは政策課題である。 

OECDは、多国籍企業等の租税回避の対策
として、2013年 2月に報告書「Base Erosion 

and Profit Shifting」を、さらに同年 7月に
行動計画「Action Plan on Base Erosion and 

Profit Shifting」を公表した。この Base 

Erosion and Profit Shifting（BEPS）プロ
ジェクトの検討において、「デジタル経済の課
税上の対処」が行動項目に掲げられており、
デジタル経済は物理的拠点を要しないため、
新たな PE概念の必要性の有無が検討されて
いる。物理的拠点を有しない場合の新たな
PE 概念と消費税における国境を越える役務
提供の課税との関連付けの要否、つまり、新
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たな PEが消費税法上の事務所等に該当する
かについて検討するかといった点について整
理する必要性も生じよう。 

所得課税の分野においては、平成 26 年度
税制改正で、PE（恒久的施設）帰属所得は、
外国法人の PEが本店等から分離独立した企
業であると擬制した場合に当該 PEに帰せら
れるべき所得とする改正が行われた。これは
OECD 承認アプローチ（AOA: Authorised 

OECD Approach）と呼ばれ、PEと外国本社
との取引を独立企業間の取引であるようかの
ように擬制し内部取引を所得計算に織り込む
ものである。この AOA を消費課税にも反映
させる部分はないかも一つの論点となろう。 

消費課税と所得課税とは異なる考え方を適
用している面もあるが、消費課税における仕
向地での課税は、所得課税における源泉地課
税（国内源泉所得に関する源泉徴収制度）と
親和性を有する面もある。所得課税との共通
的な視点が必要となる分野が生じる余地もあ
り、所得課税における居住地課税と源泉地課
税との税源の配分の議論が、消費課税におけ
る原産地原則と仕向地原則の議論の参考にな
る面もあろう(23)。消費課税における役務提供
の場所の概念と、所得課税における所得の源
泉地あるいは居住地との整合性を図っていく
べき部分がないか、簡素で分かりやすい税制
との観点から検討の余地があると思われる。 

 

３ EUの対応及び OECDにおける検討 

 

(1) EUの対応(24) 

EU諸国の付加価値税（以下「VAT」：Value 

Added Tax）については、1977年の第 6次指
令以降累次の改正が行われ、2006年の EU理
事会指令（以下「指令」）が現在の指令の基本
となっている。その間、1993年に加盟国間に
おける税関が廃止され、EU 域内においてモ
ノが自由に国境を通過できるようになり、域
内全体を一つの国とみて課税することが指向

された。当初は原産地原則に基づく VATの執
行を目指して、原産地国で VATを徴収しクリ
アリング・ハウスにより各加盟国に配分する
仕組みが検討された。しかし、原産地国で徴
収した税を仕向地国との間で清算することが
困難なため実現しなかった。 

2000 年 6 月には、域外からネット配信を
行う事業者に対して、EU 加盟国のいずれか
の国に登録して VAT を納税する改正が提案
された。2002年指令では、域外からのネット
配信について、サービスの受領者の所在地国
において課税することが原則とされた。2008

年指令において、BtoC 取引には、従来どお
りサービスが提供された国の税率が適用され、
BtoB 取引では、サービスの受領者の居住地
国において課税されることとなった。2008

年の指令改正の特徴は、一定の例外はあるも
のの、サービスが提供された場所あるいは顧
客の所在地において課税するという仕向地原
則を指向していることである。この改正の主
な内容は以下のとおりである(25)。 

(a) クロスボーダーのサービスに対して、リ
バース・チャージ方式を適用する。 

(b)  BtoC のサービスについて、不動産に関
連するサービス、乗客の輸送、貨物輸送、
文化・芸術・スポーツ・科学・教育・娯
楽等のサービス、飲食、輸送手段の短期
的貸付け、電子的配信サービス、放送・
通信等について、当該サービスが提供さ
れた場所において課税できる。 

また、2010年から 2015年にかけて徐々に
サービスに対する課税原則の転換を行うこと
とされた。原産地原則と仕向地原則の混合に
よる対応が検討され、仕向地原則への移行と
その弊害を軽減する方向にある。さらに、
2015年から、国際通信、国際放送及びクロス
ボーダーの電子的サービスに関する改正が行
われる(26)。現在は、役務の提供者が EU域内
に施設（establishment）を有している場合
には、役務の提供地は役務供給者の施設の所
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在地であり、VAT税率はその所在地国の税率
が適用される。この取扱いは、EU 域内に施
設を有するビジネスとEU域内に施設を有し
ないビジネスとの間で、非中立的な扱いとな
る。EU 域内に施設を有しないビジネスは、
顧客の所在する国においてその国の VAT 税
率により申告及び納税を行う(27)。電子的サー
ビスの提供についてのみ、顧客の所在地国の
いずれか一カ国に申告・納税をするワン・ス
トップ・サービスが可能であった。しかし、
多くのEU域内に拠点がないビジネスはこの
方式を選択せず、固定的施設（ fixed 

establishment）を VAT税率の低い国に設置
していた。2015年からの改正の内容は、VAT

登録者でない消費者である顧客に対するこれ
らの役務提供について、顧客の所在地で課税
する仕向地原則への変更である。2015年から
の改正は、ワン・ストップ・サービスを電子
的サービス以外に国際通信と国際放送にも拡
大する。また、役務の提供者が課税事業者以
外の消費者にこれらの役務を提供する場合、
消費者の所在地を特定する要件が煩雑であっ
たため、消費者の“belonging”を課税地とで
きることとされた。これは、消費者が当該役
務を使用及び享受する場所として、例えば、
消費者が利用したWi-Fiスポット、インター
ネット・カフェ、レストラン、ホテルのロビ
ー等を役務提供の場所とみなすという改正で
あり、役務提供者が役務提供地を特定する負
担を軽減するものである。 

 

(2) OECDでの検討 

OECD においては VAT に関して多様な検
討が行われているが、以下では、その検討の
中で VATに関する基本的考え方や、外部から
提供されたサービスをグループ内部の多数の
者で利用するケース等を中心に記載する。 

OECDがVATに関して2010年に公表した
ガイドラインでは、①消費地のルール（仕向
地原則）に従うべき、②供給者と顧客が事業

者である場合、顧客が所在する国が課税権を
有するべきであり、その際、リバース・チャ
ージ方式が有効、③顧客の所在地は事業上の
合意によって決定すべき、との内容が盛り込
まれている。 

2013年OECDガイドライン・ドラフト(28)

では、① 最終消費への VATが、ビジネスに
とって中立的であるという中立性原則、② 国
境を越えて取引される役務及び無形資産は、
消費地国で課税されるという仕向地原則の 2

つの原則が示されている。 

①の中立性原則として以下を掲げている。 

(a) VAT自体の税負担は、VATは最終消費に
対して課税されるものであるため、法律
で規定されていなければ、課税事業者が
負うものではない。 

(b) 類似の状況にある事業者が類似の取引
を行う場合には類似の税負担水準とな
るべきである。 

(c) VATのルールは、事業の判断に一義的な
影響を及ぼすものであってはならない。 

(d)課税水準については、課税地国において、
外国事業者が国内事業者と比べて、不利
であっても、有利であってもならない。 

(e) 国外事業者が、仕入税額控除が受けられ
ないことを防止するため、政府は必要な
措置を講じるべきである。 

(f) 国外事業者に対して、必要な執行上の要
求を行う場合でも、それらは事業者に
とって不相応又は不当なコンプライア
ンス負担を強いるものであってはなら
ない。 

②の仕向地原則として、以下を掲げている。 

(a) 国境を越えて取引される役務及び無形
資産は、消費地国における課税ルールに
則って課税される。 

(b) BtoB 取引については、顧客の所在する
国が、国境を越えて取引される役務及び
無形資産に関する課税権を有する。 

(c) 顧客の属性（identity）は、通常ビジネ



税大ジャーナル 24 2014.9 

155 

スの契約が参照される。 

(d) 顧客が複数の国に拠点を有する場合、各
拠点の所在地国あるいは無形資産の所
在地国が課税権を有する。 

(e) 提供された役務が、事業の合意がなされ
た拠点以外に複数の拠点でも使用され
る場合、課税権は 2つのステップにより
配分される。第 1のステップは、事業の
合意がなされた国にまず配分される。第
2 のステップは、役務や無形資産を使用
した拠点の国に、部内再請求（recharge）
の合意に基づいて、配分される。 

(f) 国境を越えて取引される役務及び無形
資産に関する課税権は、顧客の所在地の
ほか、以下の条件を満たしたときに、そ
の国に割り当てられる場合もある。 

(ⅰ) 以下の基準を勘案して顧客の所在
地国に課税権を配分するのが適当で
ない場合 

・中立性 

・コンプライアンスと執行の効率性 

・確実性と簡素性 

・実効性 

・公平性 

(ⅱ) 上記と同様の基準に照らし、顧客の
所在地国以外の国での課税の方が明
らかに望ましい場合 

(g) BtoB の国境を越えて取引される役務及
び無形資産が不動産に関するものであ
る場合、課税権はその不動産の所在地国
に配分され得る。 

二次的なサービスの利用について、2013

年 OECD ガイドライン・ドラフトでは、外
部の事業者から受けたサービスをグループ内

部の多数のエンティティで使用する場合の
VAT の課税方式についての検討が行われて
いる(29)。 

１つ目は Recharge 方式であり、外部から
受けたサービスをグループ内部の多数の場所
で使用する場合、内部での再配賦（internal 

recharge）によってそれぞれの所在地国で
VATを課税するものである。この方式につい
て OECD 租税委員会の第 9 作業部会及びそ
の技術諮問グループは、一般に認められた会
計とビジネスプロセスとに合致し、過度の執
行コストをかけないものと評価している。 

２つ目は Direct Use方式で、サービスを利
用する各エンティティが所在する複数の場所
を課税の場所とするものである。しかし、一
次的な評価においては、この方式はサービス
が使用された範囲と場所を特定するために、
税と会計に関する大量のデータをリアルタイ
ムに入手する必要があり、その執行コストと
複雑性が難点として挙げられている。 

その他の方式として、Head Office 方式が
あり、役務の受領者の本店所在地を課税の場
所とするものがある。しかしこの方式につい
ては、租税回避の余地があり効率性及び公平
性に欠けるとの指摘がなされている。 

2006 年のガイドライン(30)では仕向地原則
が指向されている。2008年レポートにおける
仕向地原則の検討の中では多国籍企業の受け
るサービスの提供地の検討も行われてい
る(31)。例えば、世界の各国に多数の子会社を
有する多国籍企業グループに対して、国際的
に業務を展開する監査法人が監査サービスを
提供する例が示されている。 
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図(32) 

A国 

 BAC A（監査法人親会社）                 TI A（中央購入会社） 

 

 

 B国 C国 

 BAC B（BAC Aの子会社）        BAC C（BAC Aの子会社） 

 

 TI B（TI Aの兄弟会社）         TI C（TI Aの兄弟会社） 

 

 

（注）    はサービス提供の流れを示す。 

 

多国籍企業グループと監査法人との監査サ
ービス契約は、 A 国の中央購入会社
（Centralised purchasing company）TI A

社と BAC A社が締結する。グローバルな監
査サービスを TI A社と B国の兄弟会社 TI B

社及び C国の兄弟会社 TI C社が受ける。実
際の監査サービスは、B国においては BAC B

社（BIC A社の子会社）が TI B社に、C国
においては BAC C社（BIC A社の子会社）
が TI C社に提供する。TI A社と TI B社、
TI A社と TI C社はそれぞれ監査に関するサ
ービス提供の契約を締結する。 

契約上は BAC Bが BAC A、TI Aを経由し
て TI B に役務提供することになり、原則は
BAC Aから TI Aへの役務提供の場所はA国
内となる。BAC Bから BAC A、BAC Cから
BAC Aへの役務提供地は、顧客であるBAC A

が A国に所在するため A国内となる。TI A

から TI B への役務提供の場所は顧客の場所
である B国、TI Aから TI Cへの役務提供の
場所は顧客の場所である C国となる。 

この OECD の例は、非居住者と契約した
役務提供が、間接的に、その非居住者以外の
者に非居住者の居住地国以外で行われるとい
う点で前述の例２と共通する面がある。
OECD の例では課税の有無について各役務
提供の場所により判断している。 

(3) 小括 

OECDの検討の一例をみたが、課税管轄に
ついて役務提供の場所を重視していることが
参考となる。EU では課税の公平性の観点か
ら、仕向地原則を拡大する方向性にある。日
本においても、納税者の事務負担や執行可能
性を勘案しながら、仕向地原則へ転換すべき
取引の検討を役務提供の場所を重視しつつ深
めていくべきであろう。 

 

４ 対応の方向性 

本章においては、２章で掲げた各課題につ
いて、３章の EU の取組と OECD の検討を
も参考としつつ、対応の方向性を考察する。 

 

(1) インバウンド取引における役務提供 

インバウンド取引における役務提供につい
て、①税関を経由して課税されるモノの輸入
と、税関を経由せず課税されない役務提供と
の非中立性、②消費税が課税される国内事業
者からの役務提供と消費税が課税されない国
外事業者からの役務提供との非中立性が問題
となる。 

EUの動向やOECDの検討に鑑みると、国
外（もしくは EU域外）からの役務提供につ
いて、①BtoC は国外事業者登録申告納税方
式、②BtoB はリバース・チャージ方式が有
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力な候補であり、いずれも役務の受領者の国
で課税するもので仕向地原則に沿った仕組み
である。政府税制調査会の国際課税ディス
カッション・グループにおいてもこれらの方
式及び①と②の併用方式が提案され検討が行
われている。 

 

①国外事業者登録申告納税方式 

BtoC において、役務提供を受けた消費者
が申告して納税することは、税関で課税され
るモノの輸入とのバランスからは望ましい面
もあるものの、消費者が自発的に消費税を申
告・納税することは実効性に乏しく現実的で
はない。そこで、国外事業者が日本の税務当
局に登録した上で申告・納税することが考え
られる。国外事業者登録申告納税方式は、イ
ンターネットを通じた役務の提供に関する内
外判定を、役務の提供を受ける者の所在地に
変更して消費税の課税対象とし、役務の提供
を行う国外事業者に納税義務を課すものであ
る。この方式により、モノの輸入との中立性
及び国内事業者からの役務提供との中立性を
確保できる。 

国外事業者登録申告納税方式を導入する場
合に、国外事業者に対して現行の免税点制度
を維持すべきか否かが論点の一つとなる。国
外事業者に対して現行の免税点制度を維持す
べきとする理由として、政府税制調査会にお
ける財務省説明資料(33)では、(a)我が国にお
ける課税売上が僅かであるような事業者にま
で申告納税義務を課す必要性は必ずしも大き
くないこと、(b)このような国外事業者に対し
て適正な執行を確保することは極めて困難で
あることが挙げられている。一方、現行の免
税点制度を適用すべきでないとする理由とし
ては、(a)EUの共同 VAT指令において、EU

加盟国以外の事業者に対して事業者免税点制
度は適用されていないこと、(b)国内取引にお
いて免税事業者が仕入れる場合であっても課
税されることや資産の輸入と比較して不均衡

であること、(c)消費税の信頼性や公平性の確
保といった制度の趣旨が挙げられる(34)。 

確かに課税の公平性の観点からは国外事業
者に事業者免税点制度を適用しないことが望
ましいものの、日本における課税売上が僅少
な多数の国外事業者から適正な申告を求める
ことは、納税者のコンプライアンス・コスト、
執行コストを勘案すると現実的ではないと思
われる。国内への役務の提供が僅少な国外事
業者には現行の事業者免税点制度を適用し課
税なしとする一方で、大規模に日本の顧客に
役務を提供する国外事業者に対して適正な申
告・納税を確保できる仕組みを整えていくべ
きと考える。 

国外事業者登録方式では、国外事業者の申
告義務の負担、税務執行上の困難性もあり、
適正に実施されることをどのように担保する
かは課題であり、この点については、後述(3)

で検討する。 

国外事業者登録申告納税方式が適用になる
対象取引も論点となる。インターネットを通
じたデジタル・コンテンツの電子的配信のみ
でなく、適用対象をさらに広く国境を越える
役務提供全般とする場合、役務提供の場所の
特定が問題となる。例えば、法務や会計等の
アドバイス・サービス等である。役務提供の
場合、原則はその物理的な行為が行われた場
所をもって取引の場所となるが、物理的な行
為の場所が明確でない場合について、OECD

における議論、EU におけるガイドライン等
を参照しつつ検討していく必要がある。EU

においては、国際通信、国際放送の BtoC 取
引についても、2010 年 1 月から登録制度の
適用対象としている。日本においても、電子
的配信以外にも登録を必要とする取引がない
か、その範囲を検討する必要があろう。 

なお、国外事業者が国外事業者登録申告納
税方式により申告・納税する場合、国外事業
者の仕入税額控除の可否については、国外事
業者が日本において消費税法上の課税事業者
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になるのであるから、国外事業者が国内での
課税取引に係る仕入れがあれば仕入れに係る
税額を控除可能とすべきである。ただし、そ
の際には税務当局が納税管理人等を通じて請
求書等を確認できるようにしておく必要があ
ろう。 

 

②リバース・チャージ方式 

リバース・チャージ方式は、国外事業者が
国内事業者に役務を提供する場合、国外事業
者に代わって国内事業者が納税義務を負うと
同時に、国内事業者はその取引について同額
を仕入税額として控除するものである。BtoB

に同方式を導入することにより、課税の中立
性が保たれるとともに、役務提供者である国
外事業者の納税義務の免除により事務の簡素
化につながり、また、国際的な潮流でもあり
望ましい仕組みといえる。本方式の執行は、
納税義務者が国内事業者であるため、①の国
外事業者登録方式より容易である(35)。 

ただし、本方式を導入する場合には、国外
事業者が、取引の相手先が課税事業者か消費
者かを判別可能なことが必要である。取引相
手先が課税事業者ではない場合には、①の国
外事業者登録方式が適用となるためであ
る(36)。 

この論点について、政府税制調査会の第 2

回国際課税ディスカッション・グループ
（2013年 11月 14日）財務省説明資料では、
国外事業者登録申告納税方式とリバース・
チャージ方式とを併用する方式を提案してい
る。これは、国外事業者が、取引相手が課税
事業者か否かを個々に判別するのではなく、
取引相手に消費者が含まれる場合には国外事
業者登録申告納税方式を、消費者向けの取引
を行わない場合にはリバース・チャージ方式
を適用するものである。取引相手が課税事業
者か否かではなく、消費者向けの取引を一部
でも行うかという「取引の性質」により判別
することが提案されている。国外事業者が取

引相手それぞれのステータス（課税事業者か
否か）を確認する必要がなくなり、納税者の
負担を軽減する現実的な案といえよう。 

国境を越える役務提供について、国外事業
者登録方式やリバース・チャージ方式といっ
た制度的対応を指向していくことは課税の公
平性の観点から大きな進展といえる。ただし、
役務提供の形態は多様であり、国境を越える
役務提供についても十分な検討が必要である。
国外事業者の申告について、日本の現行制度
は、国内での音楽、スポーツ等イベントの場
合、国外事業者の基準期間における課税売上
高の確認も困難であるなど、仕向地原則の適
用の実効性の観点から不十分な面がある。ま
た、例えば国内でのイベント開催等で、国外
事業者からの役務提供を国内事業者が受ける
場合、その役務提供が国内取引であれば、国
外事業者の納税の有無に関わらず、国内事業
者は仕入税額を控除可能となっている問題も
ある。こうした点については、BtoB に関し
て国内事業者に課税すると同時に同額を仕入
税額控除するリバース・チャージ方式が有用
となる。役務提供全般にリバース・チャージ
方式が適用されれば、BtoC には現行の免税
点制度を適用して少額の役務提供は課税され
ないとしても、BtoB の取引の多くはリバー
ス・チャージ方式の枠組みの中に入り、課税
の空白を防止できるといった面から意義があ
る。なお、役務提供の形態は多様であり、役
務が提供された相手先や役務提供の場所が明
確でないケース、二次的なサービス利用のケ
ース等についての課税の取扱いについては、
日本においても OECD 等での検討を参照し
つつ、明確化を図っていく必要があろう。 

 

(2) アウトバウンド取引における役務提供 

国内事業者による非居住者への役務提供に
ついて、日本の現行制度では、役務の提供者
の事務所等が課税の場所（原産地原則）となっ
ており、国内取引とされた上で輸出免税と
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なっている。 

アウトバウンド取引については、役務提供
が国内と国外とに跨る場合、役務提供先の従
業員や顧客等が国内で間接的に役務提供を受
ける場合、企業グループ内の国外事業者を通
じた取引（あるいは本支店間取引）等により
国内で間接的に役務提供を受ける場合の課税
が論点となる。 

一の役務提供が国内と国外とに跨る場合、
輸出免税に該当する役務と該当しない役務と
が混在しているケースがある。この場合、付
加価値の合理的配分の区分計算の基準が明確
でないといった課題がある。とりわけ輸出免
税については、第三者を通じた役務提供の場
合や、2章(2)の例２のケースにおける付加価
値部分の合理的区分についての明確化が必要
であろう。 

EU の国際輸送（EU 域外との間の輸送）
における内外判定は距離によって按分するこ
ととなっている(37)。日本の現行制度における
国際輸送の内外判定は、旅客又は貨物の出発
地もしくは発送地又は到着地とされ(38)、国内
取引とされた上で、輸出免税の対象となって
いる。内外判定において国内取引と国外取引
とに分類し、合理的な区分計算のルールが必
要と思われる。また、2章(2)の例 2の輸出免
税該当性が争われたパック旅行のような場合、
輸出免税に該当する対価の額は付加価値部分
を含めて判定すべきであり、付加価値部分を
含めて課税対象となる部分とそれ以外の部分
との区分計算の基準を整理すべきであろう。 

多国籍企業グループ内部での役務提供の受
領地についても同様であり、輸出免税とされ
る役務の一部が内部取引で国内の子会社や支
店等に提供されることもあり得る。その場合、
取引を国外での役務提供と国内での役務提供
に区分することが必要であり、その区分は役
務提供の場所を基準としていくべきである。
区分の基準を作るならば、3 章(2)の 2013 年
OECD ガイドライン・ドラフトで示された

Recharge 方式を基礎としていくことが望ま
しいと考える。Recharge 方式は外部から受
けたサービスをグループ内部の多数の場所で
使用する場合、内部での再配賦によってそれ
ぞれの所在地国で課税するものであり、役務
提供の場所を基準として課税するもので原産
地原則に沿うものである。一般に認められた
会計とビジネスプロセスとに合致し、過度の
執行コストをかけないとの評価もある。また、
所得課税の分野において平成 26 年度税制改
正で導入された、PE と外国本社との取引を
独立企業間の取引であるかのように擬制し内
部取引を所得計算に織り込む AOA と
Recharge 方式は親和的ではないかと考えら
れる。 

なお、アウトバウンドの役務提供が日本で
輸出免税となる場合、相手国での課税も行わ
れないとすると、どの国でも課税されなくな
る。相手国での VAT 制度の問題であるが、
VAT の仕組みに関して国際的な整合性も考
慮していくべきである。また、VATの仕入税
額控除を利用した不正還付の余地も生じてい
る。欧州においては VATの不正還付が大きな
問題となっており、税務当局間の執行協力を
含め、不正還付への十分な対応が必要である。 

 

(3) 適正な執行 

①国外事業者登録申告納税方式の執行 

BtoC の場合の国外事業者登録申告納税方
式では、国外事業者の適正な登録・申告・納
税を確保する仕組みをいかに構築するかが課
題となる。国内の消費者へ役務を提供するに
もかかわらず、国外事業者が登録・申告・納
税を行わない場合の対応である。 

現行制度上、国外事業者であっても基準期
間の課税売上高が免税点を上回れば課税とな
る。しかし、例えば国内でのイベントの開催
について、国外事業者の基準期間の課税売上
高を確認し、小規模事業者に係る納税義務の
免除の規定が適用されるかを確認するのは困
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難であり、国外事業者の納税義務の把握を的
確に行い、義務が生じる者が消費税の申告・
納税を確実に実施するよう執行することは容
易ではない。国外事業者が適正に申告・納税
しない一方で、国内事業者が仕入れに係る税
額を控除すると、税の浸食が生じることにな
り、国外事業者による登録及び登録後の申
告・納税の実効性をいかに確保するかが課題
となる。 

 

②納税管理人の役割 

国税通則法 117条は納税管理人について規
定しており、国外事業者が日本で納税申告あ
るいは還付申告を行う場合、納税管理人を定
めることとなっているが、納税管理人を選任
しなかった場合の罰則はない。国内に役務を
提供する国外事業者が確実に納税管理人を選
任して、適正に申告・納税するよう実効性の
ある仕組みとする必要がある(39)。 

EUでは、VATを納付すべき国外事業者は、
税務代理人を指定することを許可する、ある
いは義務付けることができるとされている。
加盟国によりその条件と手続きはそれぞれ異
なるものの、EU の税務代理人制度において
税務代理人は納税義務を負う。例えばフラン
スでは、フランスに居住する課税事業者を代
理人とすることが義務付けられ、代理人を指
定しない場合は、課税取引の相手方に VAT及
び加算税を課すとされているという(40)。国外
事業者の適正な申告・納税を確保するために、
納税管理人の役割を明確にし、登録する国外
事業者には納税管理人の指定を義務付けると
ともに、税務当局が請求書等を確認する必要
がある場合には、納税代理人を通じて確認で
きるようにすることが必要である。 

 

③リバース・チャージ方式の執行 

BtoB の場合に適用されるリバース・チャ
ージ方式は、国内事業者に消費税の納付義務
を移転（同時に国内事業者は同額を仕入税額

として控除）するものであり、国外事業者登
録申告納税方式と比べて比較的執行が容易と
いえる。ただし、役務提供者である国外事業
者が、日本の取引相手が課税事業者であるか
否かを判別できる仕組みが必要となる。EU

では、インボイスに VAT納税者番号を明示す
ることとされている。イギリスでは、恒常的
に取引を行っていない取引相手と一定額以上
の取引を行う場合は、取引相手に VAT番号の
提示を求め、欧州委員会のウェブサイト又は
取引相手の所在地国の税務当局に照会するこ
とによりその有効性を確認することとされて
いる(41)。日本の課税事業者が、取引先である
国外事業者に消費税の課税事業者であること
を伝える、あるいはイギリスのように課税事
業者であるかを税務当局に照会可能とするな
どの仕組みが必要である。 

また、前述(1)②に記載したように、税制調
査会での財務省説明資料(42)では、国外事業者
が、各取引相手が課税事業者かを判別するの
ではなく、消費者向け役務提供を一部でも行
うか否かにより国外事業者登録申告納税方式
かリバース・チャージ方式が適用されるかを
区別する方式が提案されているが、納税者の
事務負担を考慮した現実的な案といえよう。 

 

④適正・公平な執行 

国境を超える役務提供については、各国の
税務当局間の協力体制がより重要になってく
る。モノの輸出入の場合には、税関による取
引の確認が可能な面もあるが、役務について
は取引の確認の困難性が増すためである。し
かし、多くの国が VATを導入している中、執
行共助を含む租税条約は限られた数となって
いる。また、執行共助を含む租税条約が締結
されていても、いかに実務上実効性のある執
行協力体制を構築していくかが課題となる。 

適正な申告・納税を確保するための方策と
して、欧州委員会では、VAT逋脱への対策と
して多様な方策の可能性を検討しており、例
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えば、次の４つのモデルがある程度の深度を
もって開発されているという(43)。 

・顧客が銀行に対して、対価の支払を、供給
者への支払と税務当局へ直接移転する
VATに分割するように指示するモデル 

・すべてのインボイスのデータをリアルタイ
ムで、VATの中央監視データベースに送付
するモデル 

・合意されたフォーマットに表示され予め定
義された取引を、納税者が管理する VATデ
ータ・ウェアハウスにアップロードし、税
務当局がそれにアクセス可能とするモデル 

・納税者の VAT のコンプライアンスのプ
ロセス及び内部規制を認証するモデル 

EU では国境を越える取引において、輸出
者による納税が行われない一方で、輸入者に
よる仕入税額控除が行われる不正還付が大き
な問題となっており、こうした税の浸食の問
題への対処が必要となる。例えば、EU での
不正還付に対し、迅速な情報交換を可能とす
るなど、EU 加盟国間の執行協力を強めるこ
とや、リバース・チャージ方式のメカニズム
が不正還付に悪用されやすいことを念頭にお
いた対応の重要性が指摘されている(44)。欧州
委員会では、VATの不正還付への対策として、
例えば、「逋脱対策として、EU域内免税（リ
バース・チャージ方式）を廃止することが一
つの方法として検討されている。これは、EU

域内取引のうちの BtoB 取引についても、
BtoC 取引と同様に課税取引とするというも
のであり、いわゆるミッシング事業者逋脱に
対して、有効な対策となりうるものである。
リバース・チャージ方式は、域内供給免税と
域内取得課税の組み合わせであるが、VATの
特徴である課税の連鎖を途中で切断するもの
であり、ここに逋脱のチャンスが生まれてい
る。ただし、リバース・チャージ方式の廃止
案は、事業者にキャッシュフローの面で大き
な負担をかけるものであることから、事業者
には不評であり、実現の見通しは立っていな

い。」といった状況にある(45)。 

租税回避に対しては多様な観点からの対策
が必要であろう。執行共助や情報交換の活用
方法、代金決済の仲介業者を通じた執行の可
否を含めて幅広く検討する必要が生じるかも
しれない。滞納等の徴税上の問題が生じる場
合には、納税義務者となる国外事業者は、日
本国内に活動拠点や資産がないため、徴収共
助の仕組みを活用する機会の増加が見込まれ、
その実効性の向上にも努めていく必要がある。
VAT 事業者に関する各国との情報交換も重
要となる。租税条約における情報交換規定で
は、消費税が情報交換の対象税目となってい
ない国・地域もあり、今後の条約改訂等の際
には消費税を対象税目とするように臨んでい
くべきである。 

執行上の協力をどこまで実効性あるものと
できるかも課題である。例えば、将来 BtoC

取引について国外事業者登録申告納税方式が
多くの国で導入されるとき、納税義務の生じ
る事業者の数が膨大になる可能性がある。国
内の課税事業者が世界各国にインターネット
取引でデジタル・コンテンツを販売する場合、
多数の国が日本の税務当局に情報交換を求め
てこよう。国外事業者による国内への電子的
配信についても同様である。例えば、自動的
情報交換が可能となるよう相互に交換する情
報の内容をあらかじめ決めておく、あるいは
事前に定めた情報を自発的情報交換により相
手国に提供するといったように、一定の情報
の効率的な交換の枠組みの検討が必要となる
であろう。 

 

おわりに 

国境を越える役務提供に関する消費税の課
税については多くの論点がある。インバウン
ド取引については、BtoC には国外事業者登
録申告納税方式を、BtoBにはリバース・チャ
ージ方式を導入することが望ましい方向と考
えるが、特に国外事業者登録申告納税方式の
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実効性が課題である。 

アウトバウンド取引については、輸出免税
の適用対象取引について国内と国外に跨って
行われる取引や第三者等を通じた役務提供に
関する国内分、国外分との合理的区分の基準
が明確化されるべきである。 

VATについては EUの取組や OECDの検
討では仕向地原則の対象を拡大する方向性に
ある。日本においても仕向地原則が適当な取
引については役務を受領する者の所在地国へ
の課税としていくべきである。ただし、国外
事業者登録申告納税方式の適正な課税の実施
には課題を伴う。EU においても試行錯誤を
繰り返しつつ対応しており、その経験を参考
にしつつ制度と執行の仕組みを整えていくべ
きである。 

今後、更なる国際化及び情報化の進展によ
り、国境を越える役務提供に関する消費税の
問題はより大きくなっていくことが予想され
る。インターネットを通じた電子的配信に止
まらず、国境を越える多様な形態の役務提供
に関しては検討事項が多く存在する。国際的
動向も踏まえ、課税の公平性や中立性の確保、
納税義務者の事務負担、執行上の実効性を考
慮しつつ検討を深めていくことが肝要である。 
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